
議案第４３号 

   さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市一般職の任期付職員の採用

及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市一般職の任期付職員の採用及び

給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  平成２７年２月４日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

   さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市一般職の任期付職員の採用

及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

 （さいたま市職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 さいたま市職員の給与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４２号）

の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（初任給調整手当） （初任給調整手当）

第９条 医療職給料表 の適用を受ける職（採用に

よる欠員の補充が困難であると認められる職で市

長が定めるものに限る。）に新たに採用された職

員には、月額３０万７，０００円を超えない範囲

内の額を初任給調整手当として支給する。

第９条 医療職給料表 の適用を受ける職（採用に

よる欠員の補充が困難であると認められる職で市

長が定めるものに限る。）に新たに採用された職

員には、月額３０万６，０００円を超えない範囲

内の額を初任給調整手当として支給する。

２ ［略］ ２ ［略］

（通勤手当） （通勤手当）

第１５条 ［略］ 第１５条 ［略］

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。

 ［略］  ［略］

 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の

区分に応じ、支給単位期間につき、それぞれ次

に定める額（育児短時間勤務職員等又は再任用

短時間勤務職員のうち、支給単位期間当たりの

 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の

区分に応じ、支給単位期間につき、それぞれ次

に定める額（育児短時間勤務職員等又は再任用

短時間勤務職員のうち、支給単位期間当たりの



通勤回数を考慮して規則で定める職員にあって

は、その額から、その額に規則で定める割合を

乗じて得た額を減じた額） 

通勤回数を考慮して規則で定める職員にあって

は、その額から、その額に規則で定める割合を

乗じて得た額を減じた額）

  ア ［略］   ア ［略］ 

  イ 使用距離が片道５キロメートル以上１０キ

ロメートル未満である職員 ４，２００円 

  イ 使用距離が片道５キロメートル以上１０キ

ロメートル未満である職員 ４，１００円 

  ウ 使用距離が片道１０キロメートル以上１５

キロメートル未満である職員 ７，１００円

  ウ 使用距離が片道１０キロメートル以上１５

キロメートル未満である職員 ６，５００円

  エ 使用距離が片道１５キロメートル以上２０

キロメートル未満である職員 １万円 

  エ 使用距離が片道１５キロメートル以上２０

キロメートル未満である職員 ８，９００円

  オ 使用距離が片道２０キロメートル以上２５

キロメートル未満である職員 １万２，９０

０円 

  オ 使用距離が片道２０キロメートル以上であ

る職員 １万１，３００円に距離５キロメー

トルを加えるごとに２，４００円を加算した

額（その額が５万５，０００円を超えるとき

は５万５，０００円） 

  カ 使用距離が片道２５キロメートル以上３０

キロメートル未満である職員 １万５，８０

０円 

  キ 使用距離が片道３０キロメートル以上３５

キロメートル未満である職員 １万８，７０

０円 

  ク 使用距離が片道３５キロメートル以上４０

キロメートル未満である職員 ２万１，６０

０円 

  ケ 使用距離が片道４０キロメートル以上４５

キロメートル未満である職員 ２万４，４０

０円 

  コ 使用距離が片道４５キロメートル以上５０

キロメートル未満である職員 ２万６，２０

０円 

  サ 使用距離が片道５０キロメートル以上５５

キロメートル未満である職員 ２万８，００

０円 

  シ 使用距離が片道５５キロメートル以上６０

キロメートル未満である職員 ２万９，８０

０円 

  ス 使用距離が片道６０キロメートル以上であ

る職員 ３万１，６００円 

 ［略］  ［略］

３～６ ［略］ ３～６ ［略］

（勤勉手当） （勤勉手当）

第３０条 ［略］ 第３０条 ［略］

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定

める割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、職員に支給する勤勉手当の額の総額は、次の

各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定め

る額を超えてはならない。

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定

める割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、職員に支給する勤勉手当の額の総額は、次の

各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定め

る額を超えてはならない。



 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当

該職員の勤勉手当基礎額に１００分の８２．５

（特定管理職員にあっては、１００分の１０２

．５）を乗じて得た額の総額

 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当

該職員の勤勉手当基礎額に１００分の６７．５

（特定管理職員にあっては、１００分の８７．

５）を乗じて得た額の総額

 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職

員の勤勉手当基礎額に１００分の３７．５（特

定管理職員にあっては、１００分の４７．５）

を乗じて得た額の総額

 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職

員の勤勉手当基礎額に１００分の３２．５（特

定管理職員にあっては、１００分の４２．５）

を乗じて得た額の総額

３～５ ［略］ ３～５ ［略］

附 則 附 則

１～３４ ［略］ １～３４ ［略］

３５ 附則第３２項の規定が適用される間、第３０

条第２項第１号に定める額は、同号の規定にかか

わらず、同号の規定により算出した額から、同号

に掲げる職員で附則第３２項の規定により給与が

減ぜられて支給されるものの勤勉手当減額対象額

に１００分の１．２３７５（特定管理職員にあっ

ては、１００分の１．５３７５）を乗じて得た額

（最低号給に達しない場合にあっては、勤勉手当

減額基礎額に１００分の８２．５（特定管理職員

にあっては、１００分の１０２．５）を乗じて得

た額）の総額に相当する額を減じた額とする。

３５ 附則第３２項の規定が適用される間、第３０

条第２項第１号に定める額は、同号の規定にかか

わらず、同号の規定により算出した額から、同号

に掲げる職員で附則第３２項の規定により給与が

減ぜられて支給されるものの勤勉手当減額対象額

に１００分の１．０１２５（特定管理職員にあっ

ては、１００分の１．３１２５）を乗じて得た額

（最低号給に達しない場合にあっては、勤勉手当

減額基礎額に１００分の６７．５（特定管理職員

にあっては、１００分の８７．５）を乗じて得た

額）の総額に相当する額を減じた額とする。

 別表第１及び別表第２を次のように改める。



第２条 さいたま市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （勤勉手当）  （勤勉手当）

第３０条 ［略］ 第３０条 ［略］

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定

める割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、職員に支給する勤勉手当の額の総額は、次の

各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定め

る額を超えてはならない。

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定

める割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、職員に支給する勤勉手当の額の総額は、次の

各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定め

る額を超えてはならない。

 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当

該職員の勤勉手当基礎額に１００分の７５（特

定管理職員にあっては、１００分の９５）を乗

じて得た額の総額

 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当

該職員の勤勉手当基礎額に１００分の８２．５

（特定管理職員にあっては、１００分の１０２

．５）を乗じて得た額の総額

 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職

員の勤勉手当基礎額に１００分の３５（特定管

理職員にあっては、１００分の４５）を乗じて

得た額の総額

 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職

員の勤勉手当基礎額に１００分の３７．５（特

定管理職員にあっては、１００分の４７．５）

を乗じて得た額の総額

３～５ ［略］ ３～５ ［略］

（再任用職員についての適用除外） （再任用職員についての適用除外）

第３２条の２ 第９条から第１１条まで、第１３条、

第１４条及び第３１条の規定は、再任用職員には

適用しない。

第３２条の２ 第９条から第１１条まで、第１３条、

第１４条、第１６条及び第３１条の規定は、再任

用職員には適用しない。

   附 則    附 則

１～３４ ［略］ １～３４ ［略］

３５ 附則第３２項の規定が適用される間、第３０

条第２項第１号に定める額は、同号の規定にかか

わらず、同号の規定により算出した額から、同号

に掲げる職員で附則第３２項の規定により給与が

減ぜられて支給されるものの勤勉手当減額対象額

に１００分の１．１２５（特定管理職員にあって

は、１００分の１．４２５）を乗じて得た額（最

低号給に達しない場合にあっては、勤勉手当減額

基礎額に１００分の７５（特定管理職員にあって

は、１００分の９５）を乗じて得た額）の総額に

相当する額を減じた額とする。

３５ 附則第３２項の規定が適用される間、第３０

条第２項第１号に定める額は、同号の規定にかか

わらず、同号の規定により算出した額から、同号

に掲げる職員で附則第３２項の規定により給与が

減ぜられて支給されるものの勤勉手当減額対象額

に１００分の１．２３７５（特定管理職員にあっ

ては、１００分の１．５３７５）を乗じて得た額

（最低号給に達しない場合にあっては、勤勉手当

減額基礎額に１００分の８２．５（特定管理職員

にあっては、１００分の１０２．５）を乗じて得

た額）の総額に相当する額を減じた額とする。



 （さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正）

第３条 さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

１年さいたま市条例第３５号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（給与に関する特例） （給与に関する特例）

第４条 第２条第１項の規定により任期を定めて採

用された職員（以下「特定任期付職員」という。

）には、次の給料表を適用する。

第４条 第２条第１項の規定により任期を定めて採

用された職員（以下「特定任期付職員」という。

）には、次の給料表を適用する。

号給 給料月額 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

 円

３７７，０００ 

４２６，０００ 

４７９，０００ 

５４２，０００ 

６１８，０００ 

７２２，０００ 

８４５，０００ 

号給 給料月額 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

 円

３７５，０００ 

４２４，０００ 

４７７，０００ 

５４１，０００ 

６１７，０００ 

７２１，０００ 

８４４，０００ 

２～６ ［略］ ２～６ ［略］

（給与条例等の適用除外等）  （給与条例等の適用除外等）

第５条 ［略］ 第５条 ［略］

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２７条第２項の規定の適用につ

いては、給与条例第２条中「及び寒冷地手当」を

「、寒冷地手当及び特定任期付職員業績手当」と、

給与条例第２５条第１項中「指定管理職員」とあ

るのは「指定管理職員又はさいたま市一般職の任

期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平

成２１年さいたま市条例第３５号）第２条第１項

の規定により任期を定めて採用された職員（以下

「特定任期付職員」という。）」と、「当該指定

管理職員」とあるのは「当該指定管理職員又は特

定任期付職員」と、給与条例第２７条第２項中「

１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の

１４０」と、「１００分の１３７．５」とあるの

は「１００分の１７０」とする。

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２７条第２項の規定の適用につ

いては、給与条例第２条中「及び寒冷地手当」を

「、寒冷地手当及び特定任期付職員業績手当」と、

給与条例第２５条第１項中「指定管理職員」とあ

るのは「指定管理職員又はさいたま市一般職の任

期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平

成２１年さいたま市条例第３５号）第２条第１項

の規定により任期を定めて採用された職員（以下

「特定任期付職員」という。）」と、「当該指定

管理職員」とあるのは「当該指定管理職員又は特

定任期付職員」と、給与条例第２７条第２項中「

１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の

１４０」と、「１００分の１３７．５」とあるの

は「１００分の１５５」とする。

３ ［略］ ３ ［略］



第４条 さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を

次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（給与条例等の適用除外等）  （給与条例等の適用除外等）

第５条 ［略］ 第５条 ［略］

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２７条第２項の規定の適用につ

いては、給与条例第２条中「及び寒冷地手当」を

「、寒冷地手当及び特定任期付職員業績手当」と、

給与条例第２５条第１項中「指定管理職員」とあ

るのは「指定管理職員又はさいたま市一般職の任

期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平

成２１年さいたま市条例第３５号）第２条第１項

の規定により任期を定めて採用された職員（以下

「特定任期付職員」という。）」と、「当該指定

管理職員」とあるのは「当該指定管理職員又は特

定任期付職員」と、給与条例第２７条第２項中「

１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の

１５５」と、「１００分の１３７．５」とあるの

は「１００分の１５５」とする。

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２７条第２項の規定の適用につ

いては、給与条例第２条中「及び寒冷地手当」を

「、寒冷地手当及び特定任期付職員業績手当」と、

給与条例第２５条第１項中「指定管理職員」とあ

るのは「指定管理職員又はさいたま市一般職の任

期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平

成２１年さいたま市条例第３５号）第２条第１項

の規定により任期を定めて採用された職員（以下

「特定任期付職員」という。）」と、「当該指定

管理職員」とあるのは「当該指定管理職員又は特

定任期付職員」と、給与条例第２７条第２項中「

１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の

１４０」と、「１００分の１３７．５」とあるの

は「１００分の１７０」とする。

３ ［略］ ３ ［略］

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第４条の規定は、平成

２７年４月１日から施行する。

 （適用）

２ 第１条の規定による改正後のさいたま市職員の給与に関する条例（以下「改正後

の給与条例」という。）第９条第１項、第１５条第２項第２号、別表第１及び別表

第２の規定並びに第３条の規定による改正後のさいたま市一般職の任期付職員の採

用及び給与の特例に関する条例（以下「改正後の任期付職員給与条例」という。）



第４条第１項の規定は平成２６年４月１日から、改正後の給与条例第３０条第２項

及び附則第３５項並びに改正後の任期付職員給与条例第５条第２項の規定は平成２

６年１２月１日から適用する。

 （自動車等の使用距離が片道６５キロメートル以上である職員に対する経過措置）

３ 改正後の給与条例第１５条第１項第２号に規定する自動車等の使用距離が片道６

５キロメートル以上である職員については、前項の規定（改正後の給与条例第１５

条第２項第２号に係る部分に限る。）は、適用しない。この場合において、当該職

員に係るこの条例の施行の日の属する月の通勤手当の額は、なお従前の例による。

（給与の内払） 

４ 改正後の給与条例及び改正後の任期付職員給与条例の規定を適用する場合におい

ては、第１条の規定による改正前のさいたま市職員の給与に関する条例の規定に基

づいて支給された給与は改正後の給与条例の規定による給与の内払と、第３条の規

定による改正前のさいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条

例の規定に基づいて支給された給与は改正後の任期付職員給与条例の規定による給

与の内払とみなす。

（委任） 

５ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定 

める。


